





 2000 年に介護保険制度が実施されてから 2014 年４月で丸 14 年が経過した。「介護保険
事業状況報告（年報）」（厚生労働省）によれば，この間第 1 号被保険者は 2,224 万人にか
ら 3,094 万人増加している。そして要支援・要介護認定者数は，256 万人から 561 万人へ
と 305 万人も増加している。これは制度自体が定着し，高齢者等が状態の変化に伴い認定
を受けることが一般化してきたためと考えられる。しかし，こうした変化は社会保障の費
用を増大させる要因にもなる。介護費用総額は，2012 年度では８兆 7570 億円で対前年度













































































































図２ 24 時間対応の定期巡回・随時対応サービス（イメージ） 
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 社会保障制度改革国民会議は 2013 年８月に報告書を取りまとめ，改革の方向性として

















































得以上の者の自己負担割合が 1割から 2 割へ引き上げられることとなった。また，施設利
用者の食費及び居住費の補足給付支給要件に「資産」を追加し，一定額の預貯金等を保有
する者を支給対象から除外することになった。 
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５．おわりに 
 本稿では，介護保険制度の改正過程を概観し，その特徴について整理してきた。わが国
は少子高齢化の進展とともに，要援護高齢者が増加する一方でそれを支える現役世代が減
少傾向にある。したがって介護保険制度では，介護サービスの質・量の充実が要請される
なかで重点的・効率的な給付のありかたを追求していかねばならない状況にある。その意
味で 2014 年改正は，今後の介護保険のありかたを明示していると考えられる。それは，地
域包括ケアシステムの時代において，「共助（介護保険）」を中心としつつも「自助」「互助」
「公助」の組み合わせが重要で，とりわけ「互助」への期待が大きいということである。 
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